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 ࠚ࡟ࡵࡌࡣ࠙

 

ᡃࡀ国経済社会ࡢ再生࡟向ࠊࡅ日ᮏ࡟秘࡚ࢀࡽࡵいࡿ潜在力ࡢ最たࡿ

減ࠊࡣ࡜ࡇࡿࡍ活躍をಁ進ࡢ経済社会࡛女性ࠊࡾ女性࡛ࠖあࠕそࡇࡢࡶ

少ࡿࡍ生産ᖺ齢人口を補う࡜いう効果ࠊࡎࡽࡲ࡝࡜࡟新ࡋいⓎ想ࡿࡼ࡟

 ࠋࡿ࡞࡜力ࡿࡏࡉศ㔝࡛経済を活性化࡞様々ࠊࡋョンをಁࢩベ࣮ࣀ࢖

 

女性ࡢ活躍ࡢたࠊࡣ࡟ࡵ社会ࠊ特࡟男性ࡢ意識ࡀ変わࡽ࡞ࡤࢀࡅ࡞ࡽ

社会ࠊࡤࢀࡅ࡞ࡲ進ࡀ参画ࡢ女性ࡿࡅ࠾࡟場ࡢ意思決定ࠊ一方࡛ࠋい࡞

意ࡢ社会や男性ࡀ活躍ࡢ女性ࠊࡾた状況を打ち破ࡋうࡇࠋい࡞ࡽ変わࡶ

識を変えࠊそࡢࡽࢀ意識ࡢ変化ࡀ女性ࡢ活躍を࡜ࡍಁ࡟ࡽࡉいう好ᚠ環

積極ࡢࡵたࡿࡍ機会均等を実現࡞実質的࡜意識改革ࡢ男性ࠊࡣ࡟ࡃᑟ࡟

的改善措置㸦ࢩࢡ࢔࣭ࣈ࢕ࢸࢪ࣏ョン㸧を車ࡢ両輪࡚ࡋ࡜進ࡤࢀࡅ࡞ࡵ

行࡚ࡋ率先ࡽ࠿国家公務員ࡾ࠾࡜ࡢࠖࡼࡵ始ࡾࡼ隗ࠕࠊ㝿ࡢそࠋい࡞ࡽ࡞

動を起ࠊ࡛࡜ࡇࡍࡇ民間企業࣭団体ࠊ地方公共団体等ྲྀࡶ࡟組を広࡚ࡆ

いࡃ必要ࡀあࠋࡿ 

 

ࠊ意識改革ࡢձ男性ࠊ࡚ࡗ立࡟た問題意識ࡋうࡇࠊࡣ㛶僚会議࡛ࡢࡇ

ղ思いษࡗたࢩࢡ࢔࣭ࣈ࢕ࢸࢪ࣏ョン㸦積極的改善措置㸧ࠊճ公務員ࡽ࠿

率先ࡾྲྀ࡚ࡋ組ࡢࠊࡴ㸱ࡘを柱ࠊ࡚ࡋ࡜以ୗࡾ࠾࡜ࡢ行動計画をྲྀࡲࡾ

ࡄࡍࡽ࠿ࡢࡶ࡞能ྍࠊࡅを఩置付ࢀࡇ࡟日ᮏ再生戦略ࠖࠕࠊ௒後ࠋたࡵ࡜

࡜一丸ࡀ㛵ಀ㛶僚ࠊࡋ工程表を策定ࡢそࡣ࡟ᖺෆࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡴ組ࡾྲྀ࡟

ࡢそࠋࡃい࡚ࡵたୖ࡛ྲྀ組を進ࡋ࡟࠿ࡽ時間軸を明࡜担当府省ࠊ࡚ࡗ࡞

㝿ࠊ国ࡎࡽ࡞ࡳࡢ地方公共団体࡛ྲྀࡶ組をಁ࡚ࡋいࠋࡃ 
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࠙具体的施策ࠚ 

 

㸯㸬男性ࡢ意識改革㸦社会全体ࡢ意識改革を含ࡴ㸧 

  

   企業ࢺッࣉを始ࠊࡵ男性ࡢ意識改革ࠊひい࡚ࡣ社会全体ࡢ意識改革を強力࡟推

進ࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇࡿࡍ経済社会࡛ࡢ女性ࡢ活躍を推進ࠋࡿࡍ 

 

○女性ࡢ活躍ಁ進ࠕࡢ見えࡿ化ࠖ総合ࣛࣉンࡢ策定࣭推進 

 

  消費者ࠊ就職希望者ࠊ市場㛵ಀ者࡟対ࠊࡋ企業ࡢ女性ࡢ活躍状況ྍࡢ視化を

ಁ進ྲྀࡿࡍ組をࠕ見えࡿ化ࠖ総合ࣛࣉン࡚ࡋ࡜ 「01「 ᖺᮎ࡟࡛ࡲ策定࠙厚生労働

省。ྲྀࠊ(ࡵ࡜ࡲࡾ経済産業省ࠊ文部科学省ࠊෆ㛶府ࠊ金融庁ࠚ 

 

 ࣭以ୗࡢ方向࡛行政ࢺ࢖ࢧࣈ࢙࢘ࡢを活用ࡋた経営ࢺッࡢࣉ方針ࠊ企業ࡢ女性

活躍ࡢ状況や向ୖࡢたྲྀࡢࡵ組ࡘ࡟い࡚ࠊ企業ࡢ情報開示をಁ進࠙ࡿࡍ厚生

労働省㸦ྲྀࡵ࡜ࡲࡾ㸧ࠊ文部科学省ࠊ経済産業省ࠊෆ㛶府ࠊ௚㛵ಀ省庁࡟協力

を要請ࠚ 

   㸫企業ࡢ情報開示を強力࡟推進ࡿࡍ㸦約 5,000 社を目標㸧 

   㸫開示情報ࡢ一覧性や業種ࡢ࡜ࡈ比較を容易ࡿࡍ࡜௙組ࡳを作ࡿ 

   㸫ࠕ女性ࡢ活躍ಁ進࣭企業活性化推進営業大作戦 㸦ࠖ後掲㸧࡛ࠊ企業ࡗ࡜࡟

 ࡍ参加をಁࡢ企業ࠊࡘࡘࡋ説明ࡶࢺッ࣓ࣜࡢ࡚

   㸫大学ࢭ࢔ࣜࣕ࢟ࡢンࡢ࡜࣮ࢱ連携㸦就職希望者ࠕࡢ࡬見えࡿ化 人材確ࠋࠖ

保等ࠊ企業࣓ࣜࡶ࡟ッࢺ㸧 

 

 ࣭女性ࡢ活躍状況ࠕࡢ見えࡿ化ࠖ࡟向ࠊࡅ企業ࡢ女性活躍࡟㛵ࡿࡍ指標等ࡢ公

表࡟ಀࡿ資ᮏ市場ࡿࡅ࠾࡟企業ྲྀࡢ組をಁࡍ方策ࡘ࡟い࡚ࠊ例えࡤ有価証券

報告書やྲྀ引ᡤ࢖ࣛࢻ࢖࢞ࡢンࠊＩＲ資料࡝࡞公表方法ࡢ在ࡾ方を含01」ࠊࡵ「

ᖺ中࡟総合的࡞検討を行う࠙ෆ㛶府ࠊ金融庁ࠊ厚生労働省ࠊ経済産業省ࠚ 

    

○政府を挙࡚ࡆ企業や団体࡟直接的࡟働ࡅ࠿ࡁ㸦ࠕ女性ࡢ活躍ಁ進࣭企業活性化推

進営業大作戦ࠖ࠙ 厚生労働省ࠊ経済産業省ࠊෆ㛶府ࠊ௚㛵ಀ省庁࡟協力を要請  ࠚ

 ࣭㸰万社以ୖを目標࡟直接的࡞働ࡅ࠿ࡁ等を行いࢩࢡ࢔࣭ࣈ࢕ࢸࢪ࣏ࠊョンྲྀ

組企業数㸯万社以ୖࠊ情報開示企業数 5,000 社を目指ࡍ 

 

○福利厚生࡛ࠊࡃ࡞ࡣ人材活用ࡢたࡢࡵ経営戦略ࡢ࡚ࡋ࡜視点࡛企業ྲྀࡢ組ࡳを

ಁ進 
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 ࣭女性ࡢ活躍࡝࡞人材ࡢ多様性を活ࡍ࠿経営㸦そࡢたࡢࡵワ࣮ࣛࣂࣇ࢖ࣛࢡン

ࡍⓎ信ࡃ広࡚ࡋ࡜先進事例ࠊࡋ表彰制度を創設ࡢ企業ࡴ組ࡾྲྀ࡟推進㸧ࡢࢫ

ࡁ動ࡢ女性活躍推進ࠊࡆそ㔝を広ࡍࡢ企業ࡴ組ࡾྲྀ࡟積極的ࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇࡿ

を加速化ࡿࡏࡉ㸦࢕ࢸࢩ࣮ࣂ࢖ࢲࠕ経営 100 選 㸧ࠖ࠙ 経済産業省ࠚ 

 

 ࣭長時間労働を前提ࡋ࡜た従来ࡢ働ࡁ方ࡢ見直ࠊ࡝࡞ࡋワ࣮ࣛࣂ࣭ࣇ࢖࣭ࣛࢡ

ンࢫを推進ࡿࡍたࡢࡵ国民運動ࡢ展開࠙ෆ㛶府ࠚ 

 

 ࣭女性ࡢ活躍ࡿࡼ࡟企業࣭家計࣭社会࣓ࣜࡢ࡬ッࢺを数値化ࠊࡋ国民࡟わࡾ࠿

やࡃࡍⓎ信࠙ෆ㛶府ࠚ 

 

 ࣭国㝿的ྲྀ࡞組ࡶ࡜連携ࠊࡋ男性を࣓࢖ン࣮ࢱゲッࡋ࡜ࢺた広報ࡢ戦略的展開

࠙ෆ㛶府ࠊ外務省ࠚ 

 

࣭女性ࡢ活躍を推進ࡿࡍたࡢࡵ男性ࡢ意識改革࡟向ࠊ࡚ࡅ企業ࢺッࣉを含ࠊࡵ

産官学ࡿࡼ࡟連携体制を構築ࠊࡋ検討を進ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡵ大学࣭企業ࡢ࡜連

携や男女共同参画㛵連施設ࢿࡢッࢺワ࣮ࡢࢡ活用ࠊࡾࡼ࡟࡝࡞男性を対象࡜

 ࠚ各府省ࠊ文部科学省ࠊ施策を実施࠙ෆ㛶府࡞総合的ࡿࡵた意識啓Ⓨを進ࡋ

 

○男性ࡢ家庭ࡢ࡬参加を公務員ࡽ࠿強力࡟推進 

 ࣭公務員男性ࡢ育児休業ྲྀ得を強力࡟推進࠙ෆ㛶府ࠊ各府省ࠚ 

  「0「0ᖺ࡟࡛ࡲ男性ࡢ育児休業ྲྀ得率を1」％ࡿࡍ࡜目標を公務員ࡀ率先࡚ࡋ達

ᡂࠊࡃ࡭ࡍ達ᡂ࡟向ࡅた段階的࡞工程を示ࡍ中間目標を策定ࠊࡋそࡢ達ᡂ࡟

向࡚ࡅ以ୗࡢ施策等を講ࡿࡌ 

  㸫管理職ࡢ人事評価ࡢ࡬཯映等ྲྀࡢ組ࡢ推進࠙ෆ㛶府ࠊ各府省ࠚ 

  㸫࣓ࢡ࢖ン父親ࡢ会ࡢ設置等ࠊ男性職員ࡢ育児参加をಁ進ྲྀࡿࡍ組を各府省

࡛実施ࠊࡋ民間ྲྀ࡟組を広࠙ࡿࡆෆ㛶府ࠊ各府省ࠚ 

  

○女性࡟非正規㞠用ࡀ多い現状ࡶ踏ࡲえࠊ非正規㞠用ࡢ労働者ࡢ正規㞠用ࡢ࡬転

換ಁ進やࠊ公正処遇確保࣭人材育ᡂࡢたࡢࡵ制度整備や事業主支援を行う࠙厚

生労働省ࠚ 

 

○働ࡁ方࡟中立的࡞制度ࡢ実現࡟向ࡅた社会保㞀制度࣭税制等ࡢ見直࡟ࡋ向ࠊࡅ

国民各層ࡢ理解を得ࡿたྲྀࡢࡵ組を進࠙ࡿࡵෆ㛶府ࠊ厚生労働省ࠚ 
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㸰㸬思いษࡗたࢩࢡ࢔࣭ࣈ࢕ࢸࢪ࣏ョン 

 

   男性ࡢ意識改革ࠊ࡜意思決定ࡢ場ࡿࡅ࠾࡟女性ࡢ参画を車ࡢ両輪࡚ࡋ࡜推進ࡍ

ࠊ࡟期間限定的ࠊࡵたࡍ構築を目指ࡢい経済社会ࡍやࡋ活躍ࡀ女性ࠊࡾࡼ࡟࡜ࡇࡿ

思いษࡗたࢩࢡ࢔࣭ࣈ࢕ࢸࢪ࣏ョンをᑟ入࣭推進ࠊࡋ男性意識改革ࡢ࡜好ᚠ環࡟

 ࠋࡿࡆ࡞ࡘ

 

 ○女性ࡢ起業࣭創業ಁ進ࡢたࠊࡵ㛵ಀ省庁࡜調整ࠊࡘࡘࡋ以ୗࡘ࡟い࡚推進࠙経済

産業省ࠚ 

࣭開業資金ࡢ෇滑࡞供給ࡢたࡢࡵ補助制度ࡢ創設 

࣭創業時࣭創業後ࡢ経営面ࡵࡁࡢ細ࠕ࡞࠿知識ࡢࠖࢺ࣮࣏ࢧ௙組ࡢࡳ創設 等 

 

○地域農業ࡢあࡾ方を定ࡿࡵ㔜要࡞方針㸦人࣭ 農地ࣛࣉン等㸧ࡘ࡟い࡚女性ࡀ企画࣭

立案段階ࡽ࠿参画࡜ࡇࡿࡍをಁ進ࡲࠊࡋた６ࠊ次産業化ࣞࣕࢳ࡟࡝࡞ンࡿࡍࢪ女

性農業経営者を積極的࡟支援ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿࡍ地域࡛活躍ࡿࡍ女性農業経営者ࢿࡢ

ッࢺワ࣮ࡾࡃ࡙ࢡ等を推進࠙農林水産省ࠚ 

 

○女性ࡢ活躍ࡾࡼ࡟政策目的達ᡂࡢ࡬㈉献ࡀ期待ࡿࢀࡉศ㔝࠾࡟い࡚ࠊ女性をྲྀ

事ࡢࡵたࡿࡍ支援࡚ࡅ向࡟改善ࡢ格差ࡢ男女間ࡿࡼ࡟社会的要因࡞様々ࡃ巻ࡾ

業を積極的࡟検討࠙各府省ࠚ 

 

 ○各府省ࡢ公共調達を通ࡌた女性活躍ࡢ推進方策ࡘ࡟い࡚ࠊ立法措置を含࡚ࡵ検討

࠙ෆ㛶府ࠊ㈈務省ࠚ 

 

 ○女性ࡢ活躍ಁ進ࠕࡢ見えࡿ化ࠖ総合ࣛࣉンࡢ策定࣭推進㸦再掲㸧 

 

○子育࡚等࡛ࣛࣈンࡢࢡあࡿ女性ࡢ再就職を強力࡟支援 

 ࣭主婦層ࡀ働ࡁやࡍい魅力あࡿ中ᑠ࣭ᑠ規模企業࡬෇滑࡟職場᚟帰࡛ࡼࡿࡁうࠊ

㛵ಀ省庁࡜調整ࠊࡘࡘࡋ主婦層向࢖ࡅン࣮ࢱンࢩッࣉ事業ࡢ創設を推進࠙経

済産業省ࠚ 

࡜たい企業ࡋ࠿を活ࣝ࢟ࢫࡢ女性ࡢ再就職希望ࠊ等࡛ࢡワ࣮࣮ࣟࣁࢬ࣮ࢨ࣐࣭ 

た就職支援をワࡅ向࡟再就職ࡢ等࣮ࢼ࣑ࢭ職業相談やࠊ推進ࡢࢢンࢳッ࣐ࡢ

ンࢺࢫッ࡛ࣉ実施࠙厚生労働省ࠚ 

 

○改正育児࣭௓護休業法ࡢ周知࣭徹底࡟加えࠊ更ࡾྲྀ࡟やࡃࡍ᚟職ࡋやࡍい育児

休業࣭短時間勤務制度࡟向ࠊࡅ環境整備等更ྲྀࡿ࡞組を行う࠙厚生労働省ࠚ 
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○配偶者ࡢ転勤࡟伴う離職ࡢ࡬対応࠙厚生労働省ࠊ各府省ࠋ人事院࡟検討要請ࠚ 

 ࣭配偶者ࡢ遠隔地ࡢ࡬転勤ࡀ女性就業者ࡢ離職ࡢ要因ࡢ一࡚ࡗ࡞࡜ࡘいࡿ現状

を考慮ࠊࡋ意欲࡜能力ࡢあࡿ女性ࡀそࡢ࡛ࡲࢀ経験ࣝ࢟ࢫ࡜を活࡚ࡋ࠿᚟職

ࡍ対応࡚ࡋ率先ࡀ公務員ࠊ࡟ࡶ࡜࡜ࡿ提供を図ࠊ཰㞟ࡢ好事例࡞うࡼࡿࡁ࡛

ࡢࡇࠋࡿࡵ検討を進ࡢ対応࡞必要ࠊࡵ含ࡶ制度面࡝࡞休業制度ࠊ㝿ࡢそࠋࡿ

場合ࠊ࡟人事院࡛対応ࡀ必要࡞事項ࡘ࡟い࡚ࠊࡣ人事院࡟検討を要請ࡿࡍ 

   

○ᡃࡀ国ࡢ女性ࡢ就業率ࡣ先進諸国ࡢ中࡛పい水準࡛あࠊࡀࡿ特࡟高等教育をཷ

就業率㸦日ᮏࡢた女性ࡅ 【【％㸧ࡀ O分（） ᖹ均㸦8「％㸧を大幅࡟ୗ回ࡿ状況を踏ࡲ

えࠊ女性ࡀ能力を最大限࡟Ⓨ揮࡛ࡼࡿࡁう総合的࡞施策を実施࠙ 文部科学省ࠊ厚

生労働省ࠊෆ㛶府ࠚ 

࣭将来ࠊ希望ࡢ職業࡟就職ࠊࡋ結婚や育児等࢖ࣇ࢖ࣛࡢベンࢺを踏ࡲえた人生設

計㸦ࣛࣛࣉࣇ࢖ンࢽンࢢ㸧ࡀ行えࡼࡿうࠊ学校教育ࡿࡅ࠾࡟早い段階࢖ࣛࡽ࠿

ࡍ推進ࡵ意識啓Ⓨを含ࡢ࡬教育を保護者࢔ࣜࣕ࢟ࡴ支援を含ࢢンࢽンࣛࣉࣇ

 ࠚ文部科学省࠙ࡿ

࣭࣓ン࣮ࢱ㸦女性社員ࡢ相談࣭ࢺ࣮࣏ࢧをࡿࡍ社員㸧やࣝࢹ࣮ࣔࣝࣟࠊ㸦ࣜࣕ࢟

 ࠚෆ㛶府ࠊ育ᡂ࣭支援࠙厚生労働省ࡢ社員㸧ࡿ࡞࡜目標ࡢ形ᡂ࡛࢔

    

○理系女性大幅増ࣛࣉン㸦仮称㸧࠙ 文部科学省ࠚ 

࣭ᡃࡀ国ࡢ理系ศ㔝を専攻ࡿࡍ女子学生ࡢ割合や女性研究者ࡢ比率ࡣ 10％ྎ前

半࡛あࠊࡾ先進国࡜比࡚࡭పい水準㸦欧米主要国ࡢ半ศ程度以ୗ㸧࡛あࠋࡿ

理系女性ࡢ大幅࡞増加を目指ࠊࡋ女性研究者ࡀ出産࣭育児等࡜研究を両立࡛

増ࡢࢺࢫ࣏࡞᚟帰や安定的ࡢた場合ࡋ研究中断ࠊ支援ࡢࡵたࡿࡍ࡟うࡼࡿࡁ

加ࡢたࡢࡵ支援ࡢほࠊ࠿初等中等教育段階やࠊ大学段階を通ࡌた進路選択支

援等ࡢ総合的࡞対策を講ࡿࡌ 
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㸱㸬公務員ࡽ࠿率先ࡾྲྀ࡚ࡋ組ࡴ 

 

   男性ࡢ意識改革やࢩࢡ࢔࣭ࣈ࢕ࢸࢪ࣏ࠊョンࡘ࡟い࡚ࡎࡲࠊࡣ公務員ࡽ࠿率先

 ࠋ有効ࡀ࡜ࡇࡍ組をಁྲྀࡢ民間ࠊ࡛࡜ࡇࡴ組ྲྀ࡚ࡋ

 

○思いษࡗた女性ࡢ採用࣭Ⓩ用࠙ෆ㛶府ࠊ総務省ࠚ 

女性採用ࡢ国家公務員ࠕ࣭  5」ࠊ࡚ࡅ向࡟達ᡂࡢ政府目標ࡢ࡜0％ࠖ「 ᖺ度ࡢ各府

省ࡢ女性採用ࡢ状況をࣇォ࣮ࣟ࢔ッࠊࡋࣉ女性採用ࡢ拡大࡟向ࡅた課題を踏

 を検討࡜ࡇࡿࡍを具体化࡝࡞方ࡾあࡢ採用ࡢ௒後ࠊえࡲ

   

○配偶者ࡢ転勤࡟伴う離職ࡢ࡬対応㸦再掲㸧 

   

 会等を各府省࡛推進㸦再掲㸧ࡢン父親࣓ࢡ࢖○ 

  

 ○男性育児休業ಁࡢ進㸦再掲㸧 

 

 ○公務員ࡢ在宅勤務㸦ࣞࢸワ࣮ࢡ㸧ࡘ࡟い࡚ࠊ各府省ࡢベࢫ࢕ࢸࢡࣛࣉࢺࢫを共有

 ࠚ各府省ࠊ環境整備を推進࠙ෆ㛶官ᡣ࡞各府省࡛必要ࠊࡋ
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男女共同参画会議専門調査会報告を踏まえた今後の取組事項 

及び当面の検討の進め方について 
 

ᖹ成㸰㸲ᖺ８月㸯日 

男女共同参画会議決定 

 

υ．女性に対する暴力に関する専門調査会 

࠙政府のྲྀ組事項ࠚ 

女性࡟対ࡿࡍ暴力࡟㛵ࡿࡍ専門調査会のྲྀ࡜ࡲࡾめを踏ࡲえࠊ男女共同参画会議࡜

 ࠋࡿࡍ࡜ࡾ࠾࡜組を以ୗのྲྀࡿ求め࡟政府࡚ࡋ

࣭強姦罪の見直ࡋの検討 

࣭指導的立場の者等ࡿࡼ࡟性犯罪の防Ṇ 

࣭性犯罪被害者࡟対ࡂ⥅ࡿࡍ目࡞い支援体制の整備 

ୖ記ྲྀ組を始めࠊ性犯罪の潜在化を防ࡄための性犯罪への厳ṇ࡞対処࡜被害者への

支援࣭配慮࡟㛵ྲྀࡿࡍ組を᥎進ࠋࡿࡍ 

 

࠙専門調査会の今後の調査方針ࠚ 

配偶者ࡽ࠿の暴力の防Ṇ等࡟㛵ࡿࡍ対策の実施状況のࣇォロ࣮࢔ッࣉを行うࠋ 

 

φ．監視専門調査会 

࠙政府のྲྀ組事項ࠚ 

監視専門調査会の今般のࠕ雇用࣭セ࣮࢕ࢸࣇネッࢺの再構築ࠖ及びࡾࡼࠕ多様࡞生

第㸱次男女共同参画ࠊえࡲ意見を踏ࡿࡍ㛵࡟ムの実現ࠖࢸࢫࢩ社会ࡿࡍ࡟方を可能ࡁ

基ᮏ計画࡟沿࡚ࡗ以ୗのྲྀ組を始めࡿࡍ࡜㛵ಀ施策を一層᥎進ࡼࡿࡍうࠊ政府のྲྀ組

を求めࠋࡿ 

㸦1㸧ࠕ雇用࣭セ࣮࢕ࢸࣇネッࢺの再構築ࠖ㛵ಀ 

࣭非ṇ規労働者の均等࣭均衡待遇の確保のಁ進ࠊṇ社員への転換の᥎進等࡟㛵ࡿࡍ

法整備を含めた検討 

࣭女性の起業のためࠊ女性の起業経験者ࠊ専門家࡜のネッࢺワ࣮ク構築のಁ進 

࣭女性ࡀ就業⥅⥆࡛ࡿࡁ環境の整備ࠊ大学生等࡟対ࡿࡍ働࡜ࡇࡿࡅ⥆ࡁの重要性の

周知ࠊキャࣜ࢔教育及び若者ࡀ不安や悩ࡳを相談࡛ࡿࡁ機会の充実 

࣭企業の人事担当者への働ࡅ࠿ࡁを始めࠊ官民挙࡚ࡆの男性の育児休業ྲྀ得ಁ進の

ためのྲྀ組強化等 

࣭企業ࡿࡅ࠾࡟仕事࡜生活の調和࡟向ࡅたྲྀ組状況等の情報開示の検討 

㸦「㸧ࡾࡼࠕ多様࡞生ࡁ方を可能ࡿࡍ࡟社会ࢸࢫࢩムの実現ࠖ㛵ಀ 

࣭税制㸦配偶者᥍除㸧及び社会保障制度㸦第 」 号被保険者制度㸧の見直ࠊࡋ㛵ಀ方

8



 

 

面の議論を深めࡿための幅広い情報提供 

࣭選択的夫婦別氏制度の導入等の民法改ṇ等࡟㛵ࡿࡍ基ᮏ計画࡟沿ࡗた検討 

࣭男女共同参画をめࡿࡄ基ᮏ的࡞意識の把握ࠊ固定的性別役割分担意識を解消ࡿࡍ

ためのࡾࡼ効果的࡞啓Ⓨ活動の展開 

࣭統計ࡿࡅ࠾࡟男女別࣮ࢹタの整備ࠊ政策のＰ㹂㹁Ａサ࢖クࣝ࡟男女共同参画の視

点をྲྀࡾ入ࡿࢀためのྲྀ組 

 

࠙専門調査会の今後の調査方針ࠚ 

 防災࣭復興ࡿࡅ࠾࡟男女共同参画の᥎進ࠊࡁࡘ࡟監視を行いࠊᖺᮎ࡟࡛ࡲ一定の意

見のྲྀ࡜ࡲࡾめを行うࠋ 

ᮏᖺࠊ女子差別撤廃委員会最終見解への対応のうちࠊたࡲ 11 月࡟࡛ࡲ女子差別撤廃

委員会࡟報告を予定࡚ࡋいࡿ項目ࡘ࡟い࡚ࠊ引ࣇࡁ⥆ࡁォロ࣮࢔ッࣉを行うࠋ 

 

χ．基本問題・影響調査専門調査会 

࠙専門調査会の今後の調査方針ࠚ 

経済活性化ࠖ行動計画㸦ᖹ成ࡿࡼ࡟女性の活躍ಁ進ࠕ 「4 ᖺ６月 「「 日 女性の活躍

ࡇࡿࡍい࡚検討࠾࡟同計画ࠊࡅ㛵ಀ㛶僚会議決定㸧をཷࡿࡍ経済活性化を᥎進ࡿࡼ࡟

 ࠋ整理を行う࡞中間的࡟࡛ࡲᖺᮎࠊࡁࡘ࡟た以ୗの課題等ࢀさ࡜࡜

࣭公共調達を通ࡌた女性の活躍の᥎進方策の検討 

࣭女性の活躍を支援ࡿࡍための事業等の在ࡾ方の検討 

࣭国家公務員の採用࣭Ⓩ用ࡿࡅ࠾࡟ポ࢔࣭ࣈ࢕ࢸࢪクࢩョンの検討 
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ワーキング・グループの設置等について 

        

 

平成２４年９月２８日 

基本問題・影響調査専門調査会 

                                           

                          

１ 設置 

基本問題・影響調査専門調査会（以下「調査会」という。）において、「日本 

再生戦略」（平成 24 年 7 月 31 日閣議決定）の重点施策の一つとして位置づけ

られた「『女性の活躍促進による経済活性化』行動計画」を受け、同計画にお

いて検討することとされた以下の課題等につき、主に法制的な観点から調査検

討を行うため、調査会に「女性の活躍促進ワーキング・グループ」を設置する。 

・公共調達を通じた女性の活躍の推進方策の検討 

・女性の活躍を支援するための事業等の在り方の検討 

・国家公務員の採用・登用におけるポジティブ・アクションの検討 

 

２ 構成 

ワーキング・グループは、別紙の委員により構成する。 

  

 

３ 運営 

ワーキング・グループの運営は、調査会運営規則の規定するところに準ず

るものとし、これにより難い場合には、座長が、ワーキング・グループの意

見を聞いて、取扱いを定めるものとする。 
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女性の活躍促進ワーキング・グループ 委員名簿 
 
 
 

平成２４年９月２８日現在 
（50 音順、敬称略） 

 

上村 敏之 

   碓井 光明 

 

関西学院大学教授 

明治大学大学院教授 

   岡田 真理子 和歌山大学准教授 

※岡本 直美 日本労働組合総連合会会長代行 

◎※鹿嶋 敬 実践女子大学教授 

榊原 智子 

※辻村 みよ子 

中窪 裕也 

藤谷 武史 

巻 美矢紀 

山川 隆一 

山本 隆司 

読売新聞東京本社編集局社会保障部 

東北大学大学院教授 

一橋大学大学院教授 

東京大学社会科学研究所准教授 

千葉大学大学院准教授 

慶應義塾大学大学院教授 

東京大学大学院教授 

  

 （◎座長、※印：男女共同参画会議議員） 

  

 

別紙 
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ワーキング・グループの今後の進め方について（案） 

 

「日本再生戦略」（平成 24 年 7 月 31 日閣議決定）の重点施策の一つとして位置づけ

られた「『女性の活躍促進による経済活性化』行動計画」を受け、同計画において検討

することとされた以下の課題等につき、主に法制的な観点から調査検討を行い、年末

までに中間的な整理を行う。 

・公共調達を通じた女性の活躍の推進方策の検討 

・女性の活躍を支援するための事業等の在り方の検討 

・国家公務員の採用・登用におけるポジティブ・アクションの検討 

 

 

【調査スケジュール（予定）】 

 

第１回   ９月２８日（金）  行政分野（国家公務員の採用・登用）・雇用分野 

の課題の検討 

               

第２回  １０月２４日（水）  女性の活躍を支援するための事業等（補助金等） 

の課題の検討 

 

第３回  １１月 １日（木）  公共調達分野の課題の検討 

 

第４回  １２月 ３日（月）  中間整理 
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女性の活躍状況の資本市場における「見える化」に関する検討会の開催について 

 

平 成 2 4 年 ９ 月 1 8 日 

内閣府特命担当大臣（男女共同参画）決定 

 

１ 趣旨 

「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画（平成 24 年６月 22 日女性の活躍に

よる経済活性化を推進する関係閣僚会議決定）及び日本再生戦略（平成 24 年７月 31

日閣議決定）に基づき、企業の女性活躍に関する指標等の公表に係る資本市場におけ

る企業の取組を促す方策について検討することを目的として、女性の活躍状況の資本

市場における「見える化」に関する検討会（以下「検討会」という。）を開催する。 

 

２ 構成 

（１）検討会は、別紙に掲げる有識者により構成し、内閣府特命担当大臣（男女共同参

画）が開催する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長を代行する者を指名するこ

とができる。 

（３）上記のほか、必要に応じ、関係者の出席を求めることができる。 

 

３ 開催期間 

検討会の開催期間は、平成 24 年９月から同年 12 月までを目途とする。 

 

４ 庶務 

検討会の庶務は、男女共同参画局において処理する。 

 

５ その他 

前各項に定めるもののほか、検討会の運営に関する事項その他必要な事項は、座長

が検討会に諮り、定める。 
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女性の活躍状況の資本市場における「見える化」に関する検討会 

 

＜構成員＞ 

（座長）岩田 喜美枝    財団法人 21 世紀職業財団会長 

河口 真理子  株式会社大和総研主席研究員 

北川 哲雄    青山学院大学大学院教授 

久保田 政一   日本経済団体連合会専務理事 

窪田 真之      大和住銀投信投資顧問シニア・ファンドマネージャー 

渋澤 健    コモンズ投信株式会社取締役会長 

高橋 伸子      生活経済ジャーナリスト 

土本 清幸    株式会社東京証券取引所常務執行役員 

キャシー・松井 ゴールドマン・サックス証券株式会社マネージング・  

ディレクター／チーフ・ストラテジスト 

 

（敬称略 五十音順） 

 

＜オブザーバー＞ 

  内閣府大臣官房審議官(男女共同参画局担当） 

  金融庁総務企画局審議官 

厚生労働省大臣官房審議官(雇用均等・児童家庭、少子化対策担当) 

経済産業省大臣官房審議官(経済社会政策担当) 

 

（別紙）
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今後の検討の進め方について（案） 

 

 
 

９月 第１回：事務局から現状等報告、委員プレゼン、意見交換  

・検討の経緯、検討の論点、各国の状況などについて事務局

から報告 

・委員によるプレゼンテーション① 

・意見交換 

10 月 第２回：委員プレゼン、意見交換  

・委員によるプレゼンテーション② 

・構成員以外の有識者・企業から聴取した意見等を紹介（事務局） 

・意見交換 

11 月 第３回：論点整理、報告書案協議 

     

12 月 第４回：報告書取りまとめ 

 

 

検討会の検討状況も踏まえ「見える化総合プラン」（厚労省とりまと

め）に反映し、「女性の活躍による経済活性化を推進する関係閣僚会

議」に報告する予定 

第２回会議までに事務局が
構成員以外の有識者・企業等
を個別に訪問して意見等を
聴取 
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